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た。 I日来の「公開講座jと同様，公募型である
点は変わらないが，大きな違いは講習料の徴収
有無にある。
!日来講座では受講者より所定の講習料を徴収
するが，重点公開講座は無料で行われる。!日来
の公開講座.は，受講者より徴収した講習料を
もって講師謝金などの経費に充当する仕組み
で，収支マイナスとならない財務を原則として
いる。
他方，重点公開講座の場合，採算性が心配さ
れるものであっても，大学1WJが経費全額を負担
することで，大学として意義を見出している
テーマに関わる講座開設や挑戦的な取り組みの
後押しを行い，いずれは自立を促そうとの狙い
がある。
2. 体膏センターによる重点公開講座の特徴
体育施設の管理を担う体育センターは，施設
の一般開放と一般公開講座，現職公開講座の実
施に際しセンター組織の一部に専門部署「施
設・公 l~fJ .地域貢献委員会jが対応している。
組織的対応を図ってきたことで¥関学から今日
まで，積極的かつ継続的に開講しており，大学
が行う公開講座のうち大部の割合を占めてきた。
さて，平成 26年度には初めて重点公開講座
筑波大学体育センターは，従来の f公開講座J
に加え，大学が平成 23年度より新たに創設・
推進してきた「重点公開講座jの実施に名乗り
を上げ，平成26年度中に6件の講座を実施した。
各講座の詳細を報告するに先立ち，重点公開
講座とは何かその理念や概念について説明する
と共に， このたび体育センターが実施した重点
公開講座のねらいや特色など，全体に関わる事
項に触れておきたし ¥0
ilmかれた大学」。筑波大学は，この建学の理
念に基づき， 1972 年の I~自学当初より，大学が
保有する施設ならびに機能の開放に努め，その
一環として公開講座の開催を推進してきた。
筑波大学の場合，公開講座は教育社会連携室
が全学の各部局に企画を募集し実施予算を配
分する形で推進している。
講座の種類には，一般市民を対象とした「一
般公開講座J，現職の教員などを対象とした「現
職公開講座Jがあか体育・スポーツに関する
講座はその両極があって体育系教員の偶人裁量
の範囲で活発に実施されてきた。
重点公開講座は.一般公開講座の新規立ち上
げや育成を目的とし平成 23年度に新設され
1. 重点公開講座
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1 )筑波大学体育系
に， I>ij皮大学移動キャンパス 最新スポーツ
科学を指導・練習に活かそう jの講座名称で応
募し採択された。
1J=i誌に当たっては次の 4点を講座のねらい，
特徴として訴えたのであった。
① 大学を離れ，敢えて地方に出向く f出前公
開講座j
筑波大学が提供する公開講座は，そのほとん
どが筑波大学のキャンパスにおいて，またはたと
えば， TIII海洋実験センターなど，大学が保有ー
する施設を拠点に実施されるのが通例であった。
体育センターが1m講する「ゴルフjの公開講
座などは.講習の一部を大学近隣の民間ゴルフ
コースにて行う場合もあるが，大部分は学内の
ゴルフ練習JFjのゲージや陸!こ競技場のフィール
ドなどで実施している。
このたびの重点公開講座では敢えて拠点を大
学ではなく学外とし，求めに応じて出かける「出
前方式」を採った。
講沼料が無料である一仁， さらに.出張費も大
学負担ということで¥社会貢献の意気込みを感
じてもらおうとの意図によるもので /11誌の要
請がはたしてどれほどあるかも試したかった。
② 「オーダーメード方式j
!日米の公開講座Eはほとんどが担当講師によっ
て受講者のニーズが間的され，プログラムを{乍
成・提供する fレディメード方式Jであった。
特段そのやりプ1に不都合や問題はないが，敢え
てこのたび、の主点公開鹿で、は，現場で指導に当
たる教員やスポーツ指導者らの要望に応じて
1WI々 別々に計画を立案し最適な講師を体育系
全体の 1=1から選定・派遣するものとした。
体育センター，体育専門学群，人IM1総科学研
究科(体育修士課程)，体育科学専攻(t専士謀殺)
などがI~司講している J受業も指定できるようにし
た。これによか現場の体育教員やスポーツ指
導者が筑波大学体育系にどのような期待を抑い
ているか把院でき， また.今後の研究や活動な
どの参考にもなると考えた。
③ オール筑波体育系による援数講座の同時運
続開催
体育センター主導の取り組みとはいえ，連携
先の安望・注文に最大限応じられるよう，体育
センター以外の人材にも頼ることにした。
また， 1:1来の公開講座は，例えば， ;Il!l-JEiI. 
一回 211寺jiJj，全 10ITIシリーズで実施するなど，
比較的長期におよぶ開講パタンが多いのだが，
今回の重点、公 I~FJ ~j\)'座は「短期集仁iリとし，なる
べく多くの種目が呉なる地域や場所，多様な対
象を相手に実施で、きるようにした。同一地域・
会場で複数の講座(種目)が伺Il寺一斉に開催で
きれば，ナショナjレトレーニングセンターのよ
うに種目間交流の契機となり，スタッフにも参
加者にもメリットになると期待した。
④ 大学の広報宣伝，同窓会地方支部との連携
強イヒ
大学広報室が実施した調査では，大学の関係
者のあいだでは筑波大学のイメージとスポーツ
は相即不離の関係にあるが，学外者が筑波大学
に抱くイメージにスポーツの存在は小さし ¥0
!?自学から 40年以上が経過したが大学の認知
度はト分に浸透しているとまでは言えず，西日
本方面，特にi干1盟国地方でのタ;IJZ;I度は極めて低
いようだ。
地方において，スポーツ関連の公開講座を積
極的に展開することで，大学全体，ならびに本
学の特色とされる体育系のアピールを図りたい
と考えた。
企業経営の分野では メセナやフイランソ
ピーなとご社会貢献活動の持続的発展を図るた
め， I戦略的 CSRJ と呼ばれる，企業利益をよ
り強く意識した社会貢献が推奨・実行されてい
る。とはいえ，大学が広報戦略に社会貢献を活
かす試みはまだ限定的であることから，フロン
トランナーを目指した。
本学最大規模の同窓会である「若渓会Jを
ノ¥-トナーに頼み， I司会の都道府県支部との交
流が講座1m催を契機に活発になるよう期待しコ
ンタクトすることにした。
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⑤ 東北被災地の開催を優先し，漸次実施会場
を拡張
現実的にみて，初年度から全国キャラバンは
難しいと判断し「社会貢献フ。ロジェクト jと
して先に実績のある「柔道JI野球jを核として，
まずは東日本大震災被災地で実施するのを基本
線としこれに他の地域からの要望・依頼があ
れば適宜加え，予算の範1m内で、全体の拡張をIzl
ろうと見切り発進で臨むことにした。
3. 計画書の作成から実施まで
以上のような考えとねらいによる計画書を作
成・提出し (4月)，採択後はただちに詳細な
実施計画書を作成 (5月)，実施に当たっての
ノ¥-トナーや場所・会場の手配なとず準備作業に
着手(~ 8月)， 9月より毎月一講控のペース
で翌年 2月までの半年IiJj， 6講控を!?日催した。
重点公開講座実施スケジュール
4 }=:118 EI 
5月2EI 
5月16日
6 月 ~8 月
計画書の提出
採択の通知
実施計画書の提出
準備
( I羽催地の選定・交渉など)
9月~翌年 2月 6講鹿を実施
3月末 報告書提出(完了)
4. 予算規模と主な使途予定
このたびの重点公開講座の推進経費として
80万円が配分され，体育センター運営費より
20万円，計100万円を講座運営の活動資金と
した。これに， I社会貢献フ。ロジェクトjとし
て別に採択され，予算が交付されている「柔道」
「野球jについては合算執行した。
主な支出項自は，指導スタッフ(講rif!i，実技
指導員，布!日~J員)への謝金や交通費のほか，必
要な用具類の購入に当てt:.o
5. 広報など
従来，公開講座の開催に当たっては，大学ホー
ムページなどで広報・案内を行うほか，担当部
署である教育社会連携室がポスターなどの広報
物を作成し大学近隣地域に配付掲示している。
今回は開催地が全i誌に広がること， また， I司
窓会組織など連携先の集客体ijJlJが万全であるこ
とから，受講者を対象とした広報は行わずに済
むだろうとみた。若渓会のサイトや会報などの
媒体を通じて I~丹催と募集の案内を配信してもら
うことにした。
講座の修了者に対してオリジナル修了証の発
行も検討ーしたが，今年度は大学所定の「修了証」
で!日?に合わせることにした。
6. 今年度の開催実績
平成 26年度，体育センターが行った重点公
開講座「筑波大学移動キャンパス スポーツ科
学の成果を指導・練習に活かそう!Jは以下 6
件である。
①トップアスリートによる佐賀県柔道教室，
2014 ij:' 9月21日，佐賀市にて(増地克之ほか
I名)
②中学生・高校生のための剣道教室， 2014年
10月 11・12日，福島県南会津IHJにて(鍋UJ隆
弘ほか2名)
③筑波大学移動キャンパス「出前公開講座J，
2014年 11月7日，大阪市にて(本間三和子)
④柔道教室， 2014年 12月22・23日，岩手県
大船渡市・一関市にて(桐生習作・増地克之ほ
か6名)
⑤中学生との野球交流教室， 2015年 1月24・
25 I王宮城県亘理郡山元町にて(奈良隆章ほ
か23~J) 
⑤スポーツ科学をバスケットポーんのスキル
アップに活かそう 2015年2月21・22EJ，岩
手県大船渡市にて(大高敏弘ほか2名)J
次に，各講座の実施詳細について報告する。
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